


























































（毎年 2 月～3 月）まで保管しておく。さらに、確定申告
を行うに当たっては、確定申告書を作成した確定申告書を
税務署に直接提出、もしくは郵送での提出を行う。 
 
【考察】内閣府 2）による“障がい”の一般的な定義を示
す。例えば、知的障がいは、「『複雑な話や抽象的な概念は
理解しにくい』、『人に尋ねること、自分の意見を言うこと
が苦手』等とされている。精神障がいは、「『ストレスに弱
く、疲れやすく、対人関係やコミュニケーションが苦手』、
『認知面の障がいのために、何度も同じ質問を繰り返し、
辻褄の合わないことを一方的に話す』」等とされている。
このような障がい特性を有する場合、障がい者個人のみで
の手続きが難しいだろう。また、社会貢献活動に向けての
「ふるさと納税制度」を活用するには、さらなる障壁（心
理・社会面を含む）が存在する。要するに、「やらなけれ
ばよかった」「やっても意味がなかった」とのネガティブ
思考に陥らないよう、支援者との協働を有益な活動としな
ければならない。そのために、人間社会の根源である“自
立と共生”に立脚し、障がい者の“地域社会からの乖離”
を防ぐべきである。そんななか、“自立と共生”に立脚し
ていく追い風になる平成 27 年度の税制改正が行われた。
税制改正によるふるさと納税の変更点は大きく 2 つがあ
る。まず一つ目は、ふるさと納税枠が約 2 倍に拡充となっ
た。二つ目として、給与所得者等の方が確定申告不要で控
除を受けられるワンストップ特例制度の創設である。そこ
で、この改正をうまく活かせる場合は、精神科デイケアの
メンバーが受け取った寄付の特産品等を持ち寄り、毎月の
行事等に花を添える取組みに向けた手続きの簡素化が図
れるだろう。 
 
【結論】ふるさと納税制度の活用を通した協働プロセスに
ついて、想定される障壁等が明らかとされた。そして、自
治体と障がい者間で、「相互に高め合う」という新たな自
治意識の進化に関する重要性が示唆された。今後について
は、障がい者の社会貢献活動に向けたサポート体制につい
て、協働プロセスの実証研究からさらなる知見を導きたい。 
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